
グローバル化が進んでいる現在,様々な価値観

を背景とする人々と相互に尊重し合いながら生

きていくことや,科学技術の発展や社会・経済の

変化の中で,人々の幸福や持続可能な社会の実現

を図ることが一層重要となる。このような時代の

中で,子どもたちには，自らを律しつつ，自己を

確立し，他人を思いやる心や感動する心をもつ豊

かな人間性を備えた人として育ち，自分らしく主

体的に生きていける教育を推進していくことが

求められている。

学校には,豊かな人間性と未来を切り拓く力を

育む教育活動を展開していくことが求められて

いる。その基盤となるのが, 人権教育であり，道

徳教育である。

人権教育については，子どもたちに人間と生命

の価値を自覚し尊重することや，人と調和して共

に生きること，人の痛みや思いに共感することな

どを育むことを教育活動全般の中で進めていく

ことが必要である。

また，道徳教育については，自立した一人の人

間として,人生を他者とともにより良く生きる人

格を形成することを目指すものであり,子どもた

ちが夢や希望をもって未来を拓き，人間としてよ

り良く生きようとする力が育成されるよう指導

の一層の充実を図っていかなければならない。

本分科会では，校長のリーダーシップの下，道

徳教育や人権教育など心の教育に関わる教育実

践を推進するとともに，家庭や地域等と連携・協

働した取組を実現し，人間性豊かな日本人を育成

するためのカリキュラム・マネジメントの具体的

方策と成果を明らかにする。

（１）よりよい社会を創る人権教育の推進

未来を担う子どもたちにとって，人が生きてい

く上で必要な権利を知り，あらゆる差別を許さず，

文化・価値観・個性の違いこそが豊かさにつなが

ることについて認識することは，人権感覚を育む

ためには重要なことである。そのためには，学級

をはじめ学校生活全体の中で，子どもたち自身が

互いに認め合い，豊かな人間関係を構築していく

ことが大切である。また，子どもたちの人権感覚

は，学校だけでなく家庭や地域社会を通じて育ま

れることから，その連携と協働が不可欠である。

このような視点から，学校・地域の実態に即し

た，他人を思いやる心，生命や人権を尊重する心，

正義感や公正さを重んじる心等，社会を生き抜く

ために必要な人権感覚を育むための校長の果た

すべき役割と指導性を究明する。

（２）豊かな心を育む道徳教育の推進

子どもたちの豊かな心の育成は，特別の教科で

ある道徳はもとより,各教科等ではその教科の特

質に応じて適切な指導を行うことが必要である。

また，子どもたちに育むべき道徳性の内容を的確

にとらえるとともに，多様で効果的な指導方法を

取り入れ，豊かな心を育成する道筋を踏まえた教

育活動を吟味し，展開していくことも求められて

いる。

校長は，このような認識に立ち，未来社会に生

きる子どもたちの人格形成を見据えて，規範意識

や自尊感情を高め，夢や希望をもって未来を切り

拓き，よりよく生きることのできる力を育む教育

活動を，家庭・地域と連携しながら進めていかな

ければならない。

このような視点から，豊かな心を育む道徳教育

を推進する上での，校長の果たすべき役割と指導

性を究明する。

分科会の趣旨

第５分科会 豊かな人間性

Ⅱ 教育課程 研究課題 豊かな人間性を育むカリキュラム・

マネジメントと校長の在り方

研究の視点
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第５分科会「豊かな人間性」

研究課題 「豊かな人間性を育むカリキュラム・マネジメントと校長の在り方」

１．「研究課題」のもつ今日的な課題性や先見性, 意識改革の必要性についての解説

将来の我が国を担う子どもたちに，他人を思いやる心，生命や人権を尊重する心，正義感や公正さを重

んじる心，規範意識などの道徳性の育成を図ることは，極めて重要なことであり，喫緊に取り組むべき社

会的要請となっている。

しかし，近年，生命を大切にする心や思いやりの心などの倫理観や，社会性の育成などが十分ではない

との指摘がなされている。子どもの心の成長に関わる現状を見ると，社会的環境の変化，家庭や地域社会

の教育力の低下，体験の減少などを背景に，生命尊重の心の不十分さ，自尊感情の乏しさ，基本的な生活

習慣の未確立，規範意識の低下，人間関係を形成する力の低下など，子どもの心の活力が弱ってきている。

第２期教育振興基本計画でも，「豊かな情操や，他者，社会，自然・環境と関わり，自らを律しつつ共

に生きる力，主体的に判断し，適切に行動する力などを持つ子どもを育てる。」ことを求めている。

「豊かな人間性」とは

○美しいものや自然に感動する心などの感性

○正義感や公正さを重んじる心

○生命を大切にし，人権を尊重する心などの基本的な倫理観

○他人を思いやる心や社会貢献の精神

○自立心，自己抑制力，責任感

○他者との共生や異質なものへの寛容

などの感性や心である。

具体的には，学校・家庭・地域それぞれの場で，意図的・計画的・総合的に取り組むことが必要である。

学校教育においては，豊かな人間性と未来を切り拓く力を育む教育活動を展開していくことが求められて

いる。その基盤となるのが，人権教育であり，道徳教育であると捉えている。

（１）人権教育の推進－人間と生命の価値を自覚し尊重することや人と調和して共に生きること，人の痛

みや思いに共感することなどを育む。

（２）道徳教育の推進－自立した一人の人間として人生を他者とともによりよく生きる人格を形成する

ことを目指し，人間としてよりよく生きようとする力を育成する。

校長は，学校や地域の実態・課題の状況を十分に把握し，推進計画を策定するとともに，校長主導の全

校推進体制を充実させ，日常的に点検・評価を行い，さらに評価結果に基づく改善を図りながら，実践に

努めなければならない。

２．「研究課題」を究明する視点

（１） よりよい社会を創る人権教育の推進

・子どもたちが互いに認め合い，思いや考えを出し合う豊かな人間関係を高める教育活動

・人権感覚を育むための家庭や地域社会との連携と協働

（２） 豊かな心を育む道徳教育の推進

・豊かな関わりの中で人間関係や自己の生き方を深める教育課程の編成と実施及び評価，改善

・全教職員が心の教育にかかる教育理念を理解し，教育活動全体を通して協働で創造する教育活動

・共通理解を深め，一体となって豊かな心を育む学校，地域，家庭の連携

第５分科会 豊かな人間性 ‐２‐
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1. 分科会の方向性と「研究視点」に関する参考資料

第2章 学校における人権教育の指導方法等の改善・充実

第1節 学校としての組織的な取組と関係機関等との連携等

1．学校の教育活動全体を通じた人権教育の推進

学校教育においては「生きる力」を育む教育活動が進められている。平成 20 年 1 月の中央教育審議会答申で

は，現行学習指導要領が重視する「生きる力」の育成という理念が，社会の変化の中でますます重要となってき

ていること，改正教育基本法を踏まえた学習指導要領の改訂に際しても，「生きる力」という理念の共有が図ら

れるべきこと等を指摘している。

「生きる力」については，平成8年7月の中央教育審議会答申において，「自分で課題を見つけ，自ら学び，

自ら考え，主体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する資質や能力」，「自らを律しつつ，他人とともに

協調し，他人を思いやる心や感動する心など，豊かな人間性」，「たくましく生きるための健康や体力」などか

らなる全人的な力として捉えられている。

すなわち，「生きる力」は，変化の激しい社会において，他者と協調しつつ，自律的に社会生活を送るために

必要な実践的な力であり，これらは，人権教育を通じて育まれる他者との共感やコミュニケーションに関わる力，

具体的な人権問題に直面してそれを解決しようとする行動力などとも，重なりをもつものといえる。人権教育に

ついては，このような「生きる力」を育む教育活動の基盤として，各教科，道徳，特別活動及び総合的な学習の

時間（以下「各教科等」という）や，教科外活動等のそれぞれの特質を踏まえつつ，教育活動全体を通じてこれ

を推進することが大切である。

（1）人権尊重の精神に立つ学校づくり

学校においては，教科等指導，生徒指導，学級経営など，その活動の全体を通じて，人権尊重の精神に立った

学校づくりを進めていかなければならない。

教職員による厳しさと優しさを兼ね備えた指導と，全ての教職員の意識的な参画，児童生徒の主体的な学級参

加等を促進し，人権が尊重される学校教育を実現・維持するための環境整備に取り組むことが大切である。また，

こうした基盤の上に，児童生徒間の望ましい人間関係を形成し，人権尊重の意識と実践力を養う学習活動を展開

していくことが求められる。

その際，校長は，人権教育の推進の視点に立って学校の教育目標を作成するとともに，自校の実態を踏まえ，

人権教育に関わる目標について教職員相互の共通理解を図り，効果的な実践と適切な評価が行われるよう，リー

ダーシップを発揮しなければならない。

1 人権教育

人権教育とは，「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」（人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

（平成１２年法律第１４７号。以下「人権教育・啓発推進法」という。）第２条）であり，生涯学習の視点に立

って，幼児期からの発達段階を踏まえ，地域の実情等に応じて，学校教育と社会教育とが相互に連携を図りつつ

実施している。

⑴ 学校教育

ア．人権教育の推進

文部科学省では，学校，家庭，地域社会が一体となった総合的な取組や，学校における人権教育の指導

方法の改善充実について実践的な研究を委嘱する「人権教育研究推進事業」，学校における人権教育に関

する指導方法の在り方等について調査研究を行う「人権教育に関する指導方法等に関する調査研究」等を

実施し，人権教育の推進に努めている。

人権教育に関する指導方法等に関する調査研究においては，平成１６年６月には「第１次とりまと

め」，平成１８年１月には「第２次とりまとめ」，平成２０年３月には「第３次とりまとめ」を公表し

た。文部科学省では，この第３次とりまとめを全国の国公私立学校や教育委員会等に配布するなど調査研

人権教育の指導方法等の在り方について「第三次とりまとめ」

平成20年4月人権教育の指導方法等に関する調査研究会議

28年度版 人権教育・啓発白書 平成28年 法務省
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究の成果普及に努めている。

また，人権教育の全国的な推進を図るため，平成２３年度から，各都道府県教育委員会を通じた学校に

おける人権教育の特色ある実践事例の収集，公表を行うとともに（平成２３年度版は６４事例，平成２４

年度版は６１事例，平成２５年度版は５７事例，平成２６年度版は５４事例），平成２６年度に文部科学

省ホームページ掲載用の人権教育の理解促進を図るための動画を作成した。さらに，平成２２年度から毎

年，「人権教育担当指導主事連絡協議会」を開催し，人権教育の推進に関する情報交換や協議を行うとと

もに，「児童の権利に関する条約」（平成６年条約第２号。以下「児童の権利条約」という。）等につい

て周知を図っている。

イ．道徳教育の推進

文部科学省では，従来より学習指導要領の「道徳」において，誰に対しても差別や偏見を持たず，公

正，公平にすることや，法や決まりを守り，自他の権利を大切にすること等についても指導内容として示

すなど，人権教育にも資するような指導の充実に努めている。こうした道徳教育の一層の充実を図るた

め，「心のノート」を全面改訂して作成した道徳教育用教材「私たちの道徳」を全国の小・中学生に配布

するとともに教育再生実行会議の第一次提言等を踏まえ，平成２７年３月２７日に，平成３０年度から小

学校，平成３１年度から中学校において道徳を「特別の教科」に位置づけるため，学習指導要領の一部改

正等を行った。さらに，学校・地域の実情等に応じた多様な道徳教育を支援するため，全国的な事例収集

と情報提供，特色ある道徳教育や教材活用等，地方公共団体による多様な事業への支援を行っている。加

えて，幼児期における教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役割を果たすことから，各幼稚

園において，道徳性の芽生えを培う指導の充実が図られるよう，教育課程の研究の成果の普及に努めてい

る。

ウ．地域や学校における奉仕活動・体験活動の推進

子どもの社会性や豊かな人間性を育む観点から，机上の知育だけではなく，具体的な体験や事物との関

わりを通じた様々な体験活動を積極的に推進することは極めて重要なことである。文部科学省では，豊か

な人間性や社会性を育むために，児童生徒の健全育成を目的とした様々な創意工夫のある長期宿泊体験の

取組として「健全育成のための体験活動推進事業」を実施している。

エ．教員の資質向上等

教員の資質能力については，養成・採用・研修の各段階を通じてその向上を図っており，各都道府県教

育委員会等が実施している教諭等に対する採用後１年間の初任者研修や，在職期間が原則として１０年に

達した者に対する１０年経験者研修では，人権教育に関する内容が扱われるなど，人権尊重意識を高める

ための取組を行っている。

⑵ 社会教育

社会教育においては，生涯にわたる学習活動を通じて，人権尊重の精神を基本に置いた様々な事業を展開

している。文部科学省では，社会教育において中核的な役割を担う社会教育主事の養成講習や，現職の社会

教育主事等を対象にした様々な研修等において，人権問題等の現代的課題を取り上げ，指導者の育成及び資

質の向上を図っている。また，公民館等の社会教育施設を中心に学級・講座の開設や世代の異なる人たちや

障害のある人，外国人等との交流活動等，人権に関する多様な学習機会を提供している。

第４章 世界トップレベルの学力と規範意識等の育成を目指す初等中等教育の充実

第9節 道徳教育の充実

学校教育では，調和の取れた人間の育成を目指して，子供たちの発達の段階に応じた道徳教育を展開すること

としています。幼稚園では，各領域を通して総合的な指導を行い，道徳性の芽生えを培うこととしています。

小・中学校では，道徳の時間（週当たり1単位時間）を要として，各教科，総合的な学習の時間，特別活動など

それぞれの特質に応じて適切な指導を行い，学校の教育活動全体を通じて道徳教育を行うこととしています。高

等学校では，人間としての在り方生き方に関する教育を，学校の教育活動全体を通じて行うことにより，その充

実を図ることとしています。

文部科学省では，教育再生実行会議の第一次提言や，「道徳教育の充実に関する懇談会」の報告を踏まえ，

「心のノート」を全面改訂して道徳教育用教材「私たちの道徳」を作成し，全国の小・中学生に配布していま

文部科学白書 平成２７年度
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す。「私たちの道徳」は，平成26年度から，全国の小・中学校で使用されています。

また，中央教育審議会は，平成26年3月から道徳教育の在り方について議論を重ね，26年10月に「道徳に係

る教育課程の改善等について（答申）」を取りまとめ，学習指導要領に示された内容をより体系的に学ぶことが

できるよう，小・中学校における従来の「道徳の時間」を「特別の教科

道徳」（仮称）として位置付けることなどを提言しました。

この答申を踏まえ，文部科学省においては，道徳の時間を「特別の教科 道徳」（道徳科）として位置付ける

ことなどに係る学習指導要領の一部改正等を行いました。このことにより，答えが一つではない道徳的な課題を

一人一人の児童生徒が自分自身の問題と捉え，向き合う，「考える道徳」，「議論する道徳」へと転換が図られ

るものと考えています。

今回の改正の主なポイントは次のとおりです。

1. 内容について，いじめの問題への対応の充実や発達の段階をより一層踏まえた体系的なものに改善

2. 問題解決的な学習や体験的な学習などを取り入れ，指導方法を工夫

3. 数値評価は引き続き実施せず，児童生徒の道徳性に係る成長の様子を継続的に把握

4. 道徳科に検定教科書を導入

今回の改正を踏まえ，小学校では平成30年度から，中学校では31年度からそれぞれ道徳科が実施されます。

また，27年度から小・中学校それぞれの実施年度までの間は移行措置として，改正学習指導要領の趣旨を踏ま

えた取組が可能となっています。また，評価や指導要録の在り方等については，27年6月から「道徳教育に係

る評価等の在り方に関する専門家会議」において検討を行っています。

さらに，文部科学省では，各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため，外部講師の活用や，郷土の歴史

や偉人などを取り上げた地域教材の作成，家庭・地域との連携を強化する取組など自治体における多様な取組を

支援する「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」を実施しています。

第10節 人権教育の推進

「日本国憲法」及び「教育基本法」の精神にのっとり，学校教育・社会教育を通じて人権尊重の意識を高める

教育を推進することは重要です。「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」及び「人権教育・啓発に関する

基本計画」（平成14年3月15日閣議決定，23年4月1日一部変更）に基づき，政府全体として人権教育・啓

発を推進しています。学校教育においては，児童生徒の発達段階に応じて，学校の教育活動全体を通じて人権尊

重の意識を高めるための指導を進めており，一人一人を大切にする教育の推進に努めています。

文部科学省では，学校教育の分野において，「人権教育の指導方法等の在り方について［第3次まとめ］」

（平成20年3月）等を踏まえつつ，学校・家庭・地域社会が一体となった総合的な取組や学校における指導方

法の改善充実について実践的な研究を行う「人権教育研究推進事業」を実施し，人権教育の先進的な取組の普及

に努めています。

また，平成23年度から人権教育の全国的な推進を図るため，人権教育の実践事例の収集・公表を実施してお

り，27年度においては，49の事例を公表しました。このほか，22年度から開始した都道府県等の人権教育担当

指導主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議会」を引き続き開催しており，人権教育の重要性につ

いて改めて認識を共有するとともに，国連「児童の権利に関する条約」等について引き続き周知を図っていま

す。

さらに，平成27年度には「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の実施等について」（平成

27年4月30日付け 初等中等教育局児童生徒課長通知）を発出し，学校における適切な教育相談の実施等を促

しています。また，28年4月には教職員の理解促進のため「性同一性障害や性的指向・性自認に係る，児童生

徒に対するきめ細やかな対応等の実施について（教職員向け）」を公表し，全国の教育委員会等に周知していま

す。

（１５）道徳教育

①現行学習指導要領の成果と課題を踏まえた道徳教育の在り方

ⅰ）現行学習指導要領の成果と課題

○ これからの時代においては、社会を構成する主体である一人一人が、高い倫理観をもち、人間としての生

き方や社会の在り方について、多様な価値観の存在を認識しつつ、自ら考え、他者と対話し協働しなが
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ら、よりよい方向を模索し続けるために必要な資質・能力を備えることが求められている。子供たちのこ

うした資質・能力を育成するために、道徳教育はますます重要になっていると考えられる。

（小・中学校学習指導要領等の一部改正と「考え、議論する道徳」への転換）

○ 道徳教育については、平成２７年３月に、学校教育法施行規則及び小・中学校の学習指導要領の一部改正

が行われ、従来の「道徳の時間」が「特別の教科 道徳」（以下「道徳科」という。）として新たに位置づ

けられた。

○ 戦後我が国の道徳教育は、学校の教育活動全体を通じて行うという方針の下に進められてきた。小・中学

校に関しては、各学年週１単位時間の「道徳の時間」が、昭和３３年告示の学習指導要領において設置さ

れ、学校における道徳教育の「要かなめ」としての役割を果たしてきた。しかし、これまでの間、学校や

児童生徒の実態などに基づき充実した指導を重ね、確固たる成果を上げている学校がある一方で、例え

ば、歴史的経緯に影響され、いまだに道徳教育そのものを忌避しがちな風潮があること、他教科に比べて

軽んじられていること、発達の段階を踏まえた内容や指導方法となっていなかったり、主題やねらいの設

定が不十分な単なる生活経験の話合いや読み物の登場人物の心情の読み取りのみに偏った形式的な指導が

行われていたりする例があることなど、多くの課題が指摘されてきた。

○ このような状況を踏まえて行われた「特別の教科」化は、多様な価値観の、時には対立がある場合を含め

て、誠実にそれらの価値に向き合い、道徳としての問題を考え続ける姿勢こそ道徳教育で養うべき基本的

資質であるという認識に立ち、発達の段階に応じ、答えが一つではない道徳的な課題を一人一人の児童生

徒が自分自身の問題と捉え、向き合う「考え、議論する道徳」へと転換を図るものである。小学校で平成

３０年度から、中学校で３１年度から全面実施されることに向けて、全国の一つ一つの学校において、

「考え、議論する道徳」への質的転換が、着実に進むようにすることが必要である。

ⅱ）課題を踏まえた道徳教育の目標の在り方

○ 小・中学校学習指導要領においては、今回の改正により、道徳教育と道徳科の目標を「よりよく生きるた

めの道徳性を養う」ものであると統一した。その上で、道徳科の目標は「道徳性を養う」ための学習活動

をさらに具体化して示す観点から、「道徳的諸価値についての理解を基に、自己を見つめ、物事を（広い

視野から）多面的・多角的に考え、自己の（人間としての）生き方についての考えを深める学習を通し

て、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育てる」と規定した。（括弧内は中学校学習指導要領にお

ける表記）

○ 道徳教育・道徳科で育成することを目指す資質・能力と、今回の学習指導要領改訂において整理する資

質・能力の三つの柱（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「学びに向かう力・人間性等」）と

の関係については、人格そのものに働きかけ、道徳性を養うことを目的とする道徳教育の特質を考慮する

必要がある。このため、「道徳教育に係る評価等の在り方に関する専門家会議」（以下「専門家会議」と

いう。）の報告（平成２８年７月２２日）では、資質・能力の三つの柱との関係について、道徳科の学習

活動に着目した捉え方を示している。

○ 学習指導要領の一部改正により、小・中学校の道徳科においては、目標の中で、「道徳的諸価値について

の理解を基に、自己を見つめ、物事を（広い視野から）多面的・多角的に考え、自己の（人間としての）

生き方についての考えを深める」学習を通して道徳性を養うことが明確に示された。この道徳性を養うた

めに行う道徳科における学習は、「道徳的諸価値の理解」と「自己の（人間としての）生き方についての

考え」といった要素により支えられている。道徳科の学習の中で、これらが相互に関わり合い、深め合う

ことによって、道徳教育・道徳科で育成することを目指す資質・能力である「道徳性」を養うことにつな

がっていく。（別添１６‐２）

ⅲ）道徳科における「見方・考え方」

○ 各教科の特質に応じた「見方・考え方」は、それぞれの教科等の学びの「深まり」の鍵となるものであ

る。生きて働く知識・技能を習得したり、思考力・判断力・表現力を豊かなものとしたり、社会や世界に

どのように関わるかの視座を形成したりするために重要なものである。すなわち、資質・能力の三つの柱

全てに深く関わる、各教科等を学ぶ本質的な意義の中核をなすものであり、教科等の教育と社会をつなぐ

ものである。

○ 「考え、議論する道徳」を目指す今回の小・中学校学習指導要領の改訂の趣旨に照らして考えると、道徳

科における「深い学び」の鍵となる「見方・考え方」は、今回の改訂で目標に示されている、「様々な事

象を、道徳的諸価値の理解を基に自己との関わりで（広い視野から）多面的・多角的に捉え、自己の（人

間としての）生き方について考えること」であると言える。


